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     三楽園通所リハビリテーション 重要事項説明書 

（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

 

１.法人事業者の概要 

法人名 医療法人久盛会 

法人所在地 秋田市飯島字堀川８４番地 

電話番号 ０１８－８４５－２１６１ 

ファックス番号 ０１８―８４６－６９４２ 

法人設立年月日 昭和３８年１月７日 

代表者氏名 理事長 ミクレラン後藤 時子 

 

事業所の概要 

事業所名 三楽園通所リハビリテーション 

（三楽園介護予防通所リハビリテーション） 

開設年月日 平成３年６月１日 

所在地 秋田市飯島字堀川８４番地２０ 

電話番号 ０１８－８５７－３１０１ 

ファックス番号 ０１８―８５７－３１３１ 

メールアドレス sanraku@kyusei.or.jp 

ホームページ http://www.kyusei.or.jp/sanrakuen/ 

管理者名 横山 治夫（よこやま はるお） 

介護保険事業者番号 ０５５０１８００６１号 

 

２．事業目的及び運営の方針 

事業の目的 

通所リハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーションは、要介護状態または要支援

と認定された利用者（以下単に「利用者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従って、

通所リハビリテーション計画を立て実施し、利用者の心身の機能の維持回復を図ることを目的

とします。 

  運営の方針 

  通所リハビリテーション計画に基づいて、理学療法、作業療法、言語療法等の必要なリハビ 

リテーションを行い、利用者の心身の機能の維持回復を図り、利用者が 1 日でも長く居宅での

生活を維持できるよう在宅ケアの支援に努めます。 

 

３．法人の基本理念と趣意 

 

【基本理念】 

    友情を図り「生きる喜び」と「希望」を育み「安全・安心・信頼の介護」を実現します。 

 

【趣  意】 

     利用者・家族・地域住民の皆様・職員間など皆さんと仲良く連携と親交を深めていきます。

日々、入所者・利用者の皆様に対して、優しく温かく笑顔で今「生きることが楽しい」と過ご

せるように希望を持ち続けたい。そのために安全で安心できる施設であり、信頼される介護を

目指します。 

 

 

 

 

mailto:sanraku@kyusei.or.jp
http://www.kyusei.or.jp/sanrakuen/
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４．事業所の職員体制 

職 種 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 
１ 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要

な指揮命令を行います。 
常勤兼務１名 

医 師 
１ 医師は、利用者の病状及び心身の状況に応じ

て、日常的な医学的対応を行います。 
常勤兼務１名 

介護職員及び

看護職員 

１ 介護職員は、利用者の通所リハビリテーション

計画に基づく介護を行います。 

２ 看護職員は、医師の指示を受け、利用者の健康

管理、処置等の医療行為を行うほか利用者の通所

リハビリテーション計画に基づく看護を行いま

す。 

常勤５名以上 

理学療法士 

作業療法士 

言語聴覚士 

１ 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士は、利

用者の通所リハビリテーションプログラムを作

成するとともに､通所リハビリテーション利用者

に対し、利用者の自宅に赴き、通所リハビリテー

ション計画の作成・変更を行うほか、機能訓練の

実施に際し指導を行います。 

常勤・常勤兼務 

２名以上 

マッサージ師 １ 医師の指示に基づきマッサージを行います。 常勤兼務１名以上 

 

５．営業日・営業時間・定員 

 営業日及び時間 備 考 

営 業 日  月曜日～土曜日（祝日は営業） 日曜日休業 

営業時間 午前９時３０分～午後４時  

定  員 ５０名  

 

６．提供するサービスの内容 

１ 通所リハビリテーションは、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等リハビリスタッ 

フによって作成される通所リハビリテーション計画に基づいて、理学療法、作業療法、言語療 

法等の必要なリハビリテーションを行います。 

２  通所リハビリテーション計画に基づき、入浴介助を実施します。 

３  通所リハビリテーション計画に基づき、食事を提供します。 

４  通所リハビリテーション計画に基づき、居宅及び事業所間の送迎を実施します。 

 

７．通所の事業所のサービス提供対象地域 

秋田市北部及び中央地区、並びに潟上市天王追分出戸地区、昭和乱橋八丁目地区 

 

８．利用料金について 

１ 介護保険からの給付サービスを利用する場合は、介護保険者証や介護保険負担割合証の提出 

により確認し、請求させていただきます。ただし、介護保険給付の範囲を超えたサービス利用

は全額自己負担となります。 

２ ご請求については、月のご利用分を（月末締め）翌月の 10 日前後に利用約款同意書にご記入 

いただいた請求者様の住所へ郵送致します。 

３ お支払い方法は、口座振替、銀行振込み、クレジットカード払いの 3 つの方法があります。 

４ 現金払い、クレジット払いは事務受付にてお支払できます。銀行振込みは請求書に当事業所 

の金融機関口座番号を記入しておりますのでご確認下さい。（振込み手数料はご負担願います。）                                

５ 請求書が届きましたら、その月の末日までにお支払いをお願いいたします。                  
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６ 口座振替は請求書が届きましたら、その月の 20 日が引き落としとなります。 

７ 請求内容についてご不明な点は、三楽園事務受付までお問い合わせ下さい。 

 

（１）通所リハビリテーション利用料 

① 通所リハビリテーション基本サービス費                           

                                   （単位数：円）          

利用時間 介護度区分 
介護保険一部負担 

単位数（１割負担） 

介護保険一部負担 

単位数（2 割負担） 

介護保険一部負担 

単位数（3 割負担） 

１時間以上 

２時間未満 

要介護１ ３５７ ７１４ １,０７１ 

要介護２ ３８８ ７７６ １,１６４ 

要介護３ ４１５ ８３０ １,２４５ 

要介護４ ４４５ ８９０ １,３３５ 

要介護５ ４７５ ９５０ １,４２５ 

２ 時 間 以 上 

３時間未満 

要介護１ ３７２ ７４４ １,１１６ 

要介護２ ４２７ ８５４ １,２８１ 

要介護３ ４８２ ９６４ １,４４６ 

要介護４ ５３６ １,０７２ １,６０８ 

要介護５ ５９１ １,１８２ １,７７３ 

３時間以上４

時間未満 

要介護１ ４７０ ９４０ １,４１０ 

要介護２ ５４７ １,０９４ １,６４１ 

要介護３ ６２３ １,２４６ １,８６９ 

要介護４ ７１９ １,４３８ ２,１５７ 

要介護５ ８１６ １,６３２ ２,４４８ 

４時間以上５

時間未満 

要介護１ ５２５ １,０５０ １,５７５ 

要介護２ ６１１ １,２２２ １,８３３ 

要介護３ ６９６ １,３９２ ２,０８８ 

要介護４ ８０５ １,６１０ ２,４１５ 

要介護５ ９１２ １,８２４ ２,７３６ 

５ 時 間 以 上 

６時間未満 

要介護１ ５８４ １,１６８ １,７５２ 

要介護２ ６９２ １,３８４ ２,０７６ 

要介護３ ８００ １,６００ ２,４００ 

要介護４ ９２９ １,８５８ ２,７８７ 

要介護５ １,０５３ ２,１０６ ３,１５９ 

６時間以上７

時間未満 

要介護１ ６７５ １,３５０ ２,０２５ 

要介護２ ８０２ １,６０４ ２,４０６ 

要介護３ ９２６ １,８５２ ２,７７８ 

要介護４ １,０７７ ２,１５４ ３,２３１ 

要介護５ １,２２４ ２,４４８ ３,６７２ 
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②  その他の加算、減算                       （単位：円） 

項 目 内 容 
介護保険一部負

担単位数（１割） 

介護保険一部負

担単位数（２割） 

介護保険一部負

担単位数（３割） 

入浴加算（Ⅰ） 入浴した場合（一日あたり） ４０ ８０ １２０ 

リハビリテーシ

ョン提供体制加

算 

療法士の配置基準が条件をみたして

いる場合 
２４ ４８ ７２ 

科学的介護推進 

体制加算 

利用者の心身状態に係る情報を把握

し、サービス提供の為に活用（１月あ

たり） 

４０ ８０ １２０ 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄ加算（ロ） 

同意を得た日の属する月から起算し

て 6 月実施(１月あたり)  

        

８６３ 

 

        

１,７２６ 

        

２,５８９ 

 

 

同意を得た日の属する月から起算し

て 6 月を超えた期間の実施（１月あた

り） 

５４３ 

 

        

１,０８６ １,６２９ 

短期集中個別ﾘﾊ

ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加

算 

退院(所)日又は認定日から 3 月以内

の期間､個別ﾘﾊﾋﾞﾘを集中的に実施（１

日あたり） 

１１０ 

   

２２０ 

 

３３０ 

 

理学療法士等体

制強化加算 

1時間以上 2時間未満のサービスを実

施し、理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士を専従かつ常勤で 2 名以上

配置していること（1 日につき） 

３０ ６０ ９０ 

認知症短期集中ﾘ

ﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加

算(Ⅰ) 

退院(所)日又は通所開始日から 3 月

以内の期間ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを集中的に実

施（１日につき）一週間に二日を限度         

２４０ 

 

 

４８０ 

 

 

７２０ 

 

 

重度療養管理加

算 

（１日あたり） 

要介護 3､4､5 であって、厚生労働大臣

が定める状態で医学的管理のもと通

所リハビリテーションを行った場合 

１００ 

 

 

２００ 

 

 

３００ 

介護職員等処遇

改善加算（Ⅰ） 

（1月あたり） 

介護職員の処遇改善を目的とし、算定

要件をみたしている場合（１月あた

り） 

総単位数×

8.6％ 

総単位数×

8.6％×2 

      

総単位数× 

  8.6％×3 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強

化加算（Ⅰ） 介護員の有資格者が一定以上をみたしている場合（１日あたり） ２２ ４４ ６６ 

介護福祉士の割合が一定以上をみた

している場合（１日あたり） 

２２ ４４ ６６ 

送迎減算 送迎を実施されない場合（片道） 減      ４７ 減      ９４ 減    １４１ 
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（２）介護予防通所リハビリテーション利用料 

① 介護予防通所リハビリテーション基本サービス費            （単位：円） 

要支援区分 
介護保険一部負担単位    

（１月あたり）（1割） 

介護保険一部負担単位 

（1月あたり）（２割） 

介護保険一部負担単位     

（１月あたり）（３割） 

要支援 1 ２,２６８ ４,５３６ ６,８０４ 

要支援２ ４,２２８ ８,４５６ １２,６８４ 

 

② その他の加算                            （単位：円） 

項 目 内 容 

介護保険一部

負担合計単位

数(１月あた

り)（１割） 

介護保険一部

負担合計単位

数(１月あた

り)（2割）  

介護保険一部

負担合計単位

数（1 月あた

り）（3割） 

科学的介護推進

体制加算 

利用者の心身状態に係る情報を把握

し、サービス提供の為に活用 

４０ ８０ １２０ 

サービス提供体

制強化加算 要

支援１          

介護福祉士の割合が一定以上をみたし

ている場合 

８８     １７６ ２６４ 

サービス提供体

制強化加算 要

支援２ 

１７６ ３５２ ５２８ 

介護職員等処遇

改善加算（Ⅰ） 

介護職員の処遇改善を目的とし、算定

要件をみたしている場合 

総単位数×

8.6％ 
総単位数×

8.6％×2 
総単位数× 

 8.6％×3 

 

（３）介護保険外の料金 

項 目 料 金  

昼食費 ５1０円 昼食１食とおやつ代 

オムツ、リハビリパンツ、尿取りパット 実費負担 いずれも 1枚あたり、緊急で必要となった場合 

その他 実費負担 上記以外で個人の希望により購入したもの 

 

９．協力医療機関等 

① 利用者の状態が急変した場合等には、下記の協力医療機関又は利用者のかかりつけ医療機関等

に速やかに連絡を行うと共に、必要な措置を講じます。 

② 緊急時の連絡先として、「重要事項説明書内、緊急時連絡先」にご記入いただいた方へ連絡致し

ます。 

 

協力医療機関名 住  所 連絡先 

土崎病院 秋田市土崎港中央 4－2－26 018-845-4121 

秋田厚生医療センター 秋田市飯島西袋 1 丁目 1-1 018-880-3000 

わかばデンタルクリニック 潟上市天王字上北野 60－1 018-872-1181 

 

１０．施設利用に当たっての留意事項 

① 栄養状態の管理や食中毒防止等の観点から食べ物の持ち込みをご遠慮いただきます。 

② 施設内での飲酒・喫煙はご遠慮下さい。 

③ 火災防止のため火気の取り扱いはご遠慮下さい。 

④ 施設内の設備・備品等は本来の用法に従ってご利用下さい。これに反したご利用により破損等が

生じた際には弁償していただくことがあります。 

⑤ 過度の貴重品は持ち込まないようにして下さい。 

⑥ 「営利活動」・「宗教活動及び勧誘」・「特定の政治活動」は禁止しております。 

⑦ ペットの持ち込みはご遠慮下さい。 
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１１．非常災害対策 

・防災設備  スプリンクラー、消火器、消火栓、非常スベリ台等 

・防災訓練  年２回（うち一回は夜間想定訓練を行う） 

 

１２．要望及び苦情等の相談 

サービスに関する相談・苦情の窓口（施設内及び公共機関） 

苦情・相談窓口 住  所 電  話 

三楽園通所リハビリテーション 

（担当：佐藤） 

秋田市飯島字堀川 84 番地 20 018-857-3101 

秋田市介護保険課 秋田市山王一丁目 1 番地１ 018-888-5674 

潟上市長寿社会課長寿支援斑 潟上市天王字棒沼台 226 番地 1 018-853-5323 

秋田県国民健康保険団体連合会 秋田市山王四丁目 2 番 3 号 

秋田県市町村会館 4 階 

018-883-1550 

運営適正化委員会 秋田市旭北栄町 1-5 

秋田県社会福祉会館 

018-864-2711 

苦情処理の手順 

（1）利用者への周知 

    苦情申し立てについては当事業所の利用約款に記載するとともに事業所内に掲示します。   

（2）苦情の受付 

   サービス利用者からの苦情申し立ては以下の方法で随時できるものとします。 

  ア 苦情担当者へ直接申し立てる。 

  イ 苦情（意見）申立書に記載し、意見箱ポストに投函する。 

    苦情担当者は受付した苦情を、苦情受付書に記載し、受付報告書でもって、 

    苦情担当委員へ報告する。 

（3） 苦情処理に向けた話し合い 

    受け付けられた苦情は、執行部会で協議され、その内容に基づき苦情申出人 

    と話し合いをもつものとします。 

（4） 苦情処理の記録･報告 

    苦情担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過について書面に記録します。 

苦情処理責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、必要に応じて苦情解決報告

書で苦情申出人に対し報告します。 

 

１３．ハラスメント対策強化 

    事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越 

的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境 

が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとします。 

 

１４．高齢者虐待防止について 

    虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとします。 

１  事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その 

結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ります。 

２  事業所における虐待の防止のための指針を整備します。 

３  事業所において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に（年２ 

回以上）実施します。 

４  前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します 

 

１５．衛生管理について 
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指定通所リハビリテーション事業所において感染症が発生し又はまん延しないように次の各号

に掲げる措置を講じるものとします。  

１  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装 

置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、 

その結果について、従業者に周知徹底を図ります。  

２ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。  

３ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期 

的に実施します。 

 

１６．身体的拘束等 

１ 利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を除いて身体的拘束等は行わ

ないものとする。やむを得ず身体的拘束等を行わなければならない場合は、その家族へ十分に説

明し同意を得るものとします。 

また、その態様、時間、その際の入所者の心身の状況等、やむを得ない理由を記録するものと

します。 

２ 事業所は身体的拘束等の適正化を図るため次に掲げる措置を講じます。 

1 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ヶ月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ります。 

2 身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

3 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

１７．業務継続計画の策定等 

  １ 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所リハビリテーション 

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下

「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとしま

す。 

２  事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定 

期的に実施するものとします。  

３  事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも 

のとします。 

 

１８．守秘義務 

事業所職員に対して、事業所職員である期間および事業所職員でなくなった後においても、正当

な理由が無く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう指導教育を

適時行うほか、事業所職員等が本規定に反した場合は、違約金を求めるものとします。 

 

１９．その他運営に関する重要事項 

事業所は、全ての通所リハビリテーション従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専

門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する

者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるもの

とします。 

 

 


